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要　請　書
上告人らは、上告受理と弁論開始を何としても実現することを求めて要請を継続しています。

これまでの要請でも明らかですが、控訴審判決（東京高裁民事5部。以下、原審判決という）には、判決の結論に決定的な影響を及ぼす審理不尽や理由不備の違法があり、蓄積された命令例・判例にも反する判断構造と言わざるを得ないものです。決定的な誤りは、長期に継続する不当労働行為意思を背景に、「格差」も長期に及んで形成され累積されるという、賃金・職分差別事件の特徴を見落とし、機械的に「除斥期間の趣旨」を持ちだし、「有意な格差」を認定しながら、「古いはなし」として救済措置にいたる審理・判断をしなかったことです。

今回の要請では、原審判決の「除斥期間の趣旨」について、このような判断構造が日本の司法システムのあり方として、容認されていいのかという問題意識を最高裁に問うものです。

さらに、明治乳業が行ってきた不当労働行為・差別の全体像への理解を求めるために、現在、東京都地方労働委員会で審理されている、全国事件（９事業所３２名）について述べます。

記

1、「除斥期間の趣旨」を理由に累積した格差の一括是正を否定した原審判決の誤り。

　労組法２７条２項は、「行為の日（継続する行為にあってはその終了した日）から一年を経過した事件に係るものであるときは、これを受けることができない」と規定します。しかし、上告受理申立理由の補充書（３）などで、改めて命令例・判例を引用して解明すると共に、要請の中でも繰り返し述べている通り、「除斥期間」の定めを踏まえながらも、不当労働行為・差別事件の特徴である、継続性や長期に及んで累積する格差の実態など、使用者の巧妙・陰湿な行為から、憲法２８条が保障する団結権を擁護する立場での、制度解釈と救済措置への工夫が行われ蓄積されてきたのが、労働委員会や司法判断の到達点だと考えます。

ところが原審判決は、「除斥期間の趣旨」について、一年を超えると、「『証拠収集・実情把握がはなはだ困難』で、命令を出すことが『労使関係を阻害するおそれ』があり、『命令を出す実益がない場合もある』と、解するのが相当である」（判決文３２頁）等としたのです。

① 本件審理には豊富な証拠があり、「証拠収集・実情把握が困難」は当たらない理由です。

原審判決も、「当審においても展開された控訴人ら、参加人の各主張やこれまで提出された膨大な証拠からも明らかなように、双方が激しく争ってきた。」（判決文５７頁）と判示するように、上告人らは、都労委段階から「集団間格差」を明確に立証し、格差の原因（因果関係）である不当労働行為意思についても、豊富な秘密資料などを含む８００余の証拠を示し圧倒的に立証しているのです。「有意な格差」を認定した原審判決に求められたのは、この格差が「不当労働行為意思によるものかどうか」の審理・判断を、豊富な証拠にもとづいて自らの職責として行うか、又は、中央労働委員会に差し戻して再審理を命じるかの判断だったのです。

② 不当労働行為を背景とする「労使関係の安定」などは絶対に許されないものです。

本件は、１９６０年代後半から劣悪な労働条件の改善などを求め、各地の工場で高揚する労働組合活動に危機感を深めた明治乳業が、インフォーマル組織を結成して労働者を赤組・白組・雑草組に分類管理し、昇給・昇格や仕事差別などの脅しで、会社の意に添う労働組合活動への変質を狙い達成してきた事件です。この典型的な不当労働行為・差別事件を審理・判断することを、「かえって労使関係の安定を阻害するおそれがある」等の形式論で放棄するのは、使用者の不法行為によって維持されている「異常な労使関係の安定」を擁護する暴論です。

憲法２８条（労働三権）と、労組法７条（不当労働行為の禁止）を踏まえた、正常な労使関係の迅速な回復に向けて、事件の解明に必要な年数を遡及して審理・判断することこそ、労働委員会の職責であり、多くの事件を通して蓄積されている到達点だと私達は考えます。

③ 「命令を出す実益がない場合もある」との抽象的な理由も本件には当たらない論理です。

　本件は、初審（都労委）から２４年目となる長期争議であり、すでに、４名の申立人が亡くなっています。長期争議の背景には、事件の真相に踏み込んだ審理・判断を行わなかった労働委員会及び下級審の誤りと、これらを拠り所に「不当労働行為も差別も無いとの判断を頂いている」等と、居直っている明治乳業の異常な姿勢があります。だからこそ、「有意な格差」を認定した原審判決には、格差の原因に踏み込み「不当労働行為によるものかどうか」の審理・判断を行い、長期争議の解決への道筋を示す司法判断が求められていたのです。

結局、原審判決は、上記三点の「除斥期間の趣旨」を理由に、これを越えて救済するには、「時間的な隔たりが小さく、関連の強固性などが認められる場合」（判決文３８頁）等と、命令例・判例にもない新たな基準を設定し、「格差」を認定しながら、その原因に関する審理・判断を行わない審理不尽・理由不備の違法を行ったのです。まさに、最高裁に求められるのは、司法システムのあり方として、このような判断構造を見直し正すことではないでしょうか。

2、全国事件（９事業所３２名）で一層鮮明になる不当労働行為と格差（差別）の実態。

　明治乳業を相手とする労働争議には、上告審を争っている本件（市川工場３２名）の他に、東京都労働委員会で証人審尋の開始（６月５日申立人ら総論主尋問）を控えている全国事件（９事業所３２名）があります。全国事件を争う申立人らは、上告人らと同様に昭和４０年代から全国各地の工場で、旺盛な労働組合活動を行ってきた労働者集団であり、その集団間格差は極めて明確（添付資料）です。そして、３月～４月の要請で、その不当労働行為意思を解明した秘密資料「村田ノート（甲Ｂ１１号証）」等でも明白な通り、各工場での組合活動家対策や差別攻撃などが、本社指示のもとで具体化されていたことも争う余地のない事実なのです。

　全国事件の都労委審理で重要なのは、この種事件の命令例の到達点を後退させない為にも、市川工場事件での都労委・中労委の審理・判断の誤りを、絶対に繰り返させないことです。

その為には、上告審を争っている市川工場事件に対する、最高裁の判断が決定的な意味を持ちます。すなわち、労働委員会や下級審の審理・判断の誤りを厳しく指摘し、司法システムのあり方を最高裁として示すことが、強く求められているのはないでしょうか。

　従って、速やかに上告受理をなし、弁論を開始される積極的な訴訟指揮を要請いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

以上。
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